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 令和８年度 経商産政委第14号 常設型マッチングプラットフォーム構築業務 

 公募型プロポーザル実施要領 

令和８年10月22日 

静岡市 経済局 商工部 産業政策課 

１ 業務の目的 

ＡＩ等のテクノロジーの急速な発展や物価上昇によるコストの増大、人材不足の深刻化など、市内

企業を取り巻く経営環境は大きく変化している。こうした環境の中、市内企業が持続的に成長してい

くためには、他社との協業により自社にはない技術やサービスを取り入れ、経営課題の解決や新規事

業の創出などを行うオープンイノベーションの手法が効果的であり、特に革新的な技術・ビジネスモ

デルを有するスタートアップとの協業に取り組むことが重要である。 

本業務は、市内企業が抱える経営課題の解決及び新規事業の創出に向けて、スタートアップとの協

業ニーズ等を常時 Web サイトで提示し、スタートアップからの提案を受け付けてマッチング等を行う

常設型マッチングプラットフォーム（以下「プラットフォーム」という。）を構築することにより、市

内企業とスタートアップとの協業を促進することを目的とする。 

※プラットフォーム 

  専用 Web サイトを活用した市内企業の協業ニーズ等の提示、スタートアップからの提案を受け付

け、両者のマッチングを常時行うほか、マッチング後の協業プロジェクトの組成、実証事業の実施

までの支援を実施する仕組みを総称するもの。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名 

   令和８年度 経商産政委第14号 常設型マッチングプラットフォーム構築業務 

（２）業務内容 

   別紙「業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり 

（３）業務期間 

   契約締結日から令和９年３月26日まで 

（４）見積上限額 

   9,000,000円（消費税額及び地方消費税額10%を含む）を見積金額の上限とする。 

    ※ 仕様書記載の業務を実施するために必要な一切の経費を含む。 

    ※ この金額は、契約時の予定価格を示すものではない。 

    ※ 上限額を超えた者は失格とする。 

 

３ 参加資格 

公募型プロポーザル参加資格要件として、次の条件を全て満たしていること。 

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）静岡市入札参加停止等措置要綱（平成24年４月１日施行）による入札参加停止の期間中でない  

こと。 

（３）会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）、破産法（平成16年法

律第75号）に基づく再生又は破産等の手続を行っていない者であること。 
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（４）静岡市暴力団排除条例（平成25年静岡市条例第11号）第２条第３号に掲げる暴力団員等、同条第

２号に規定する暴力団員の配偶者（暴力団員と生計を一にする配偶者で、婚姻の届出をしていな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）及び暴力団員等と密接な関係を有する者でな

いこと。 

（５）国税及び地方税の滞納がないこと。 

（６）静岡市内に本社、本店を有していること。 

 

４ 共同事業体での企画提案 

  本公募において、複数の法人・団体により構成される共同事業体（以下、「共同事業体」という。） 

による企画提案を可能とする。なお、共同事業体で参加する場合は以下の点に注意すること。 

（１）代表となる事業者を定め、代表構成員として扱うこと。 

（２）他の事業者は、当該共同事業体のその他構成員として扱うこと。 

（３）提案書に、共同事業体について次の項目を明記すること。 

  ① 成立時期・解散時期 

  ② 構成員の所在地及び名称 

  ③ 共同事業体代表者の名称 

  ④ 構成員の出資・業務負担の割合、業務内容 

（４）提案書に、各構成員の担当項目、業務の責任所在を明記すること。 

（５）契約候補者に選定された場合、契約の前に、構成員で共同事業体協定書を締結したうえで、その

写しを提出すること。 

（６）同一業務において、単独で本公募に参加した事業者は、他の共同事業体の構成員になることはで

きない。 

（７）同一業務において、複数の共同事業体で、同時に構成員になることはできない。 

（８）共同事業体を構成するすべての団体が、「３ 参加資格」の（１）から（５）までの条件を満たす

こと。また、代表構成員については、「３ 参加資格」の（１）から（５）までの条件に加え、（６）

の条件も満たすこと。 

（９）共同事業体の構成団体の変更は認めない。ただし、市が特に理由があると認める場合にはこの限

りではない。 

（10）再委託先は構成員に含めない。 

 

５ 実施スケジュール 

内  容 期  間 注意事項 

公募開始 

（実施要領等の公開） 

令和８年 

10月22日（木） 

産業政策課ホームページ上で 

公開 

質問受付期間 
10月22日（木）から 

11月４日（水）正午まで 
質問票【様式５】を提出 

企画提案書の提出 

（提出書類等一式） 
11月18日（水）正午まで 専用フォームから提出 
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書類審査結果の通知 

（実施した場合） 
11月20日（金）午後５時まで ※詳細「９」記載のとおり 

ヒアリング審査 11月24日（火） ※詳細は「10」記載のとおり 

審査結果の通知 11月25日（水）中 

ヒアリング審査の参加者に 

電話及び書面にて通知 

（書面は後日送付） 

  ※ 最終の審査結果の通知後、速やかに選定された業者と随意契約の手続きを行う。 

 

６ 質問受付及び回答方法について 

  本実施要領等の内容について不明な点がある場合は、「質問票」【様式５】に記載の上、以下ＵＲＬ 

から提出すること。電話及びファックスでの提出は受け付けない。 

   ＜URL＞https://logoform.jp/form/79j2/1827842 

（１）受付期間 

   令和８年10月22日（木）から11月４日（水）正午まで 

（２）回答方法 

   回答を作成し、令和８年11月６日（金）午後５時までにホームページに掲載する。 

 

７ 提出書類等 

（１）提出書類   

① 参加申請書【様式１】  

② 会社概要書【様式２】  

③ 受託実績報告書【様式３】  

④ 暴力団排除に関する誓約書兼同意書【様式４】  

⑤ 履歴事項全部証明書   

⑥ 貸借対照表、損益計算書（直近３年分）  

⑦ 納税証明書（直近３か月以内のもの）   

    ・国税：「法人税」及び「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明書 

    ・市税：静岡市に納税義務がある場合は、法人市民税納税証明書と固定資産税納税証明書 

  ⑧ 企画提案書 ※詳細は「８」記載のとおり  

⑨ 参考見積書（様式任意）  

 ・事業実施にかかる経費の詳細が分かる内容とすること。 

 ・業務概要の項目ごとに経費内訳を示し、可能な限り単価を記載すること。 

 ※経費内訳及び単価の記載が十分でない場合、再提出を指示する可能性がある。 

 ・見積上限額 9,000,000円（税込）を超えないこと。 

（２）提出期限 

   令和８年11月18日（水）正午まで 

 

 

https://logoform.jp/form/79j2/1827842
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（３）提出方法 

   上記（１）の提出書類については、以下ＵＲＬから提出すること。 

＜URL＞ https://logoform.jp/form/79j2/1827868 

※ロゴフォーム上の回答フォームは、１ファイルあたり10㎆以下、１回答あたり100㎆以下の容量

制限がありますのでご注意ください。 

 

８ 企画提案書について 

（１）企画提案を求める事項 

企画提案書は、仕様書の内容を十分に踏まえ、以下の提案項目ごとに作成すること。 

① プラットフォームの仕組み 

  ・市内企業とスタートアップとの協業等の促進に寄与する効果的なプラットフォームの仕組み 

  ・常設型マッチングプラットフォームにより目指す姿 

  ・令和８年度から令和11年度までのロードマップ 

  ・他のスタートアップ関連施策や支援機関等との役割分担 

② 専用Webサイトの機能 

  ・スタートアップとの協業ニーズ等の提示 

  ・スタートアップからの提案受け付け・マッチング 

  ・その他、効果的なプラットフォームの運営に必要な機能 

③ 運用フロー・体制 

  ・協業ニーズ等の発信の方法 

  ・スタートアップからの提案募集及びスタートアップとのマッチングの方法 

  ・協業プロジェクトの組成、実証事業の支援の方法 

  ・運用に必要な人員・体制 

④ 市内企業のスタートアップとの協業ニーズの発掘 

  ※令和８年度及び令和９年度以降の実施内容の提案を行うこと。 

  ・市内企業の募集 

  ・協業ニーズの構造化及び言語化等に関する支援 

⑤ 市役所各課のスタートアップとの共働ニーズの発掘 

  ※令和８年度の実施内容及び令和９年度以降の実施内容の提案を行うこと。 

  ・共働ニーズの構造化及び言語化等に関する支援 

⑥ 人員配置・スケジュール・類似事業の実績 

  ※令和８年度及び令和９年度以降の人員配置・年間スケジュールの提案を行うこと。 

  ・人員配置 

  ・スケジュール 

  ・類似事業の実績 

（２）企画提案にあたっての参考事項 

   企画提案書の作成にあたり、以下の事項を参考とすること。 

① 令和９年度以降におけるプラットフォームの運営方法の想定 

    ・委託による運営を想定しており、委託内容は、本業務によるプラットフォームの全体設計を

https://logoform.jp/form/79j2/1827868
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踏まえて検討する。 

 

    ・年度当初から一定期間は本業務の受託者へ委託し、その後は再度、公募型プロポーザルによ

り委託事業者を選定することを想定している。 

     ※委託経費の額については、令和９年度当初予算の編成過程において検討し、市議会の議決

を経て決定する。 

  ② 令和９年度以降のプラットフォームの事業目標の想定 

     ・協業ニーズ等の提示数：年間100件以上（うち常時20件以上） 

     ・スタートアップからの提案件数：年間200件以上 

     ・市内企業とスタートアップとのマッチング件数：年間40件以上 

     ・市内企業とスタートアップとの協業による実証事業の実施数：年間20件以上 

      ※実証事業の実施にあたっては、市内企業に対して実証事業に要する費用の助成を行うこ

とを想定している。助成の金額や件数等については、令和９年度当初予算の編成過程に

おいて検討し、市議会の議決を経て決定する。 

（３）書式等 

  ① 企画提案書は目次を付け、提案項目毎に該当するページ番号を記載すること。 

  ② スライドサイズはＡ４（横）または16:9、データ形式は.pdfまたは.pptxとすること。なお、フ

ォントサイズは10.5pt以上とすること。 

  ③ 企画提案書は30頁以内とし、ヒアリング審査での説明時間（20分以内）で説明できるよう簡潔

な内容とすること。 

  ④ 企画提案書のデータサイズに定めはないが、モニター投影に支障のない範囲で軽量化すること。

また、企画提案書をプロポーザル審査会の審査員に送付する際に、データの軽量化を求める場合

は協力をすること。 

⑤ 企画提案書は、テキスト及び画像で構成すること。なお、ヒアリング審査において、企画提案

書の内容を補完するために動画や操作デモを使用することを認めるが、資料提出段階においては、

該当ページはテキスト及び画面キャプチャ等で示し、主旨が分かるようにすること。 

（４）その他留意事項 

  ① 参考見積書記載の金額の増額は不可能であることを了承の上、提案すること。 

  ② 専門用語には注釈を付ける等、わかりやすい表現で記載すること。 

  ③ 企画提案書の提出は、１者につき１提案とすること。 

  ④ プロポーザルは受託候補者の特定を目的に実施するものであり、契約後の業務において必ずし 

も提案内容に沿って実施するものではない。 

 

９ 書類選考（１次選考） 

（１）実施方法 

① プロポーザル参加者が８者以上の場合は書類審査を実施し、書類審査を通過した提案について

のみ「ヒアリング審査」を実施する。 

なお、プロポーザル参加者が７者以下の場合は書類審査を省略し、ヒアリング審査のみ実施 

する。 
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  ② 書類審査は、本市が設置するプロポーザル審査会における審査員が企画提案書の内容について

企画提案審査基準（別紙１）に基づき項目ごとに数値化して採点する。 

  ③ 書類審査の実施結果等については、令和８年11月20日（金）午後５時までに通知する。 

 

10 ヒアリング審査（２次選考） 

（１）実施日  

令和８年 11 月 24 日（火）（詳細な時間は、別途通知する。） 

（２）開催場所 

   静岡市産学交流センター B-nest ７階 演習室３ 

（静岡市葵区御幸町３番地の21ペガサート6階・7階） 

    

（３） 実施方法等 

① プレゼンテーションにおける時間配分の目安は次のとおり。 

ア 準備：５分 

イ 説明：20 分 

ウ 質疑応答：15分 

② プレゼンテーションは、原則として、本業務を受託する際に担当者として従事する者が行うこ

と。 

③ 説明方法は、提出期限までに提出した「企画提案書」を用いて説明すること。また、企画提案

書の内容を補完するために、動画や操作デモを利用することを認める。 

④ プレゼンテーションの出席者は、４名以内とする。 

⑤ プレゼンテーションにパソコンを使用する場合は持参すること。 

⑥ モニター（HDMI 端子）は事務局が用意する。プレゼンテーションについては、オフライン環境

でも実施ができるように準備をすること。 

⑦ 提出された企画提案書等の書類及びプレゼンテーションの内容については非公開とする。 

（４） 評価者 

   本市が設置するプロポーザル審査会における審査員が評価を行う。 

（５） 企画提案の評価 

① 企画提案書、見積金額及びプレゼンテーションの内容について、企画提案審査基準（別紙１）

に基づき項目ごとに数値化して採点し、得点が最も高い者を本委託業務の候補者とする。企画提

案審査基準の評価項目を参考にして、プレゼンテーションを行うこと。 

② 同点により該当者が複数存在した場合は、最も多くの審査員から第１位（合計点が最も高い者）

に評価された者を候補者とする。 

③ 第１位の評価を受けた者が同数であった場合、該当者の中から委員の多数決により候補者を選

定する。 

（６） 要求水準を満たさない場合 

以下の場合は、候補者の選定をしない。 

① 審査員の１名でも満点の５割を下回る評価をした場合 

② 審査員の評価点の合計が満点の７割を下回った場合（最低基準点） 
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11 失格条件 

次の事項に該当する場合は失格とする。 

（１）提出書類の不足、虚偽の記載があった場合 

（２）ヒアリング審査の集合時刻に集合しなかった場合 

（３）審査の透明性、公平性を害する行為があった場合 

（４）その他、本実施要領に示された条件に適合しない場合 

 

12 契約候補者に選定されなかった者に対する理由の説明 

契約候補者に選定されなかった者は、契約候補者に選定されなかった理由（以下「非選定理由」

という。）について、書面（様式は自由。）により説明を求めることができる。 

（１）申請期限 

 審査結果の通知を受けた日の翌日から起算して７日（休日を除く。）後の正午まで 

（２）説明要求に対する回答 

 説明要求に対する回答は、原則として、その説明を求めることができる期間の末日の翌日から起

算して３日以内に、説明を求めた者に対して書面等で行うこととする。なお、書面にて回答を行っ

た後においては、再度の非選定理由の説明請求は受け付けない。 

 

13 その他 

（１）提出書類等は返却しない。 

（２）提出書類作成、提出及び審査に要する一切の費用は、参加者の負担とする。 

（３）提出期限以降における関係書類の差し替えや再提出は認めない。ただし、本市から指示があった

場合を除く。 

（４）提出書類作成等のため本市から入手した資料等がある場合は、本市の了解なく使用及び公表する

ことはできない。 

（５）提出書類について本市は選定手続きに必要な範囲において複製することがある。 

（６）提出書類は契約予定者選定の目的以外に使用しない。ただし、静岡市情報公開条例（平成15年４

月１日条例第４号）第７条に基づき、開示請求があったときは、法人等の競争上又は事業運営上の

地位を害すると認められるもの等不開示情報を除いて、開示請求者に開示する。 

 

14 問合せ 

   〒424-8701 静岡市清水区旭町６番８号（清水庁舎５階） 

静岡市 経済局 商工部 産業政策課 スタートアップ支援係 

         Tel 054-354-2313  

         E-mail sangyouseisaku@city.shizuoka.lg.jp 

 

 

 

 

mailto:sangyouseisaku@city.shizuoka.lg.jp
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 常設型マッチングプラットフォーム構築業務 審査基準 

評価項目 評価内容 配点 倍率 点数 

全
体
設
計 

①仕組み 

・市内企業とスタートアップとの協業等の促進が期

待できる効果的な仕組みとなっているか。 

・本事業による目指す姿・ロードマップが効果的か

つ実現可能な内容となっているか。 

５点 ×３ 15点 

②専用Webサイトの

機能 

・事業を進めるうえで必要な機能が不足なく備わっ

ているか。 

・市内企業とスタートアップとの協業等を促進する

ために効果的な機能が備わっているか。 

５点 ×２ 10点 

③運用フロー・体制 

・協業ニーズ等の発信やスタートアップの募集・マ

ッチング手法が効果的で、より多くのスタートアッ

プからの応募やマッチングが期待できる内容となっ

ているか。 

・マッチング後から実証事業までの支援方法が効果

的で、事業化が期待できる内容となっているか。 

５点 ×３ 15点 

業
務
内
容
等 

④市内企業の協業

ニーズの発掘 

・市内企業の募集について、スタートアップとの協

業に関心を有する市内企業の掘り起こしや参加の促

進が期待できる内容となっているか。 

・協業ニーズの構造化・言語化等について、スター

トアップ等との協業の進展が期待できる内容となっ

ているか。 

５点 ×５ 25点 

⑤市役所各課の共働

ニーズの発掘 

・共働ニーズの構造化・言語化等についてスタート

アップ等との共働の進展が期待できる内容となって

いるか。 

５点 ×２ 10点 

体
制
評
価
等 

⑥人員配置・スケジ

ュール 

・業務を適切かつ着実に実施できる企画運営能力・

実績を持つ人員が、適切な数配置されているか。 

・提案内容及び実施スケジュールが具体的かつ実現

可能な内容となっているか。 

５点 ×３ 15点 

⑦類似事業の実績 
・類似業務の実績などから、業務の円滑かつ効果的

な実施が見込めるか。 
５点 ×２ 10点 

合計 100点 


